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第１号議案   令和６年度事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算

書、収支決算書及び剰余金処分案について 
 

令和６年度事業報告書 
 
Ⅰ 事業概要 

 

令和６年度の我が国経済は、ＩＴ産業や環境技術を始めとする様々な分野での設備投資が

高い水準を維持するなど、景況は回復に向けた動きが続いてきたとされてきましたが、中小

企業においてはその実感に乏しい状況が続いています。世界的な原材料やエネルギー等の価

格高騰が続く中、中小企業では、製品等への価格転嫁が十分に進まず、収益を圧迫しており、

極めて重大な影響を受けています。また、社会問題化している若年人口の減少による急激な

人手不足はますます深刻化し、人件費高騰、生産遅滞、納期遅延及び物流停滞等のリスクにつ

ながっています。加えて、米国トランプ大統領による関税等の通商政策がもたらす国際的な

不安要素もあり、経済情勢の先行きは見通せず、予断を許さない状況が現在も続いています。 

愛媛県内の中小企業についても、景気判断は、緩やかな回復基調にあるとされてきたもの

の、長らく続く原材料等の価格高騰に加え、急激に進む地域人口の減少に伴う人手不足・人材

不足がもたらす人件費上昇や事業活動の停滞が企業の収益を圧迫しており、今後の動向を注

視する必要があります。 

このような経営状況の中、中央会では、県内２０組合に対して行った、専門家等を活用して

組合が抱えている問題等に関する研修会等を開催する「組合等直面問題対応指導事業」をは

じめ、各種の研修事業を計７１回実施し、危機感が増す中小企業組合の運営及び組合員事業

者の経営を側面から強力に支援しました。また、南海トラフ地震臨時情報の発表などもあり、

愛媛の地域産業にとって最重要課題の一つである頻発している自然災害に対する防災・減災

対策として、「ものづくり企業等災害時対応事業」により、早期の事業再開につながる連携型

事業継続力強化計画の策定を支援するとともに、人手不足対策や競争力強化のための中小企

業の生産性向上等に向け、ＩＴを利活用した業務改善やＤＸ化を推進する「中小企業業務改

善支援事業」に取り組み、ノーコードツールの効果的な活用をテーマに業務改善支援セミナ

ー及びワークショップを開催しました。加えて、新たな取組みとして、２１組合等の出店の下

「えひめ組合フェスタin花園通り」を開催し、愛媛の中小企業組合の活動等の周知や営業力

向上を図りました。 

さらに、生産性向上のための革新的サービス・試作品開発、生産プロセス改善に向けた設備

投資等を支援する「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」や、物価高騰の影響

緩和を目的とした設備投資を支援する「物価高騰対策設備投資支援事業」に取り組むととも

に、生産性向上のためにする業務改善及び省コスト化等に向けた設備投資を支援する「生産

性向上設備等投資支援事業」を開始するなど、多彩な中小企業支援策を展開しました。 

以下、令和６年度に実施した事業の詳細を報告します。 
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Ⅱ  会員の異動 
１．会員の加入・脱退状況 

 

組合別 
期首会員数 

期間中の異動 
期末会員数 

加入 脱退 

事業協同組合 ２８８ １ １０ ２７９ 

火災共済協同組合 １   １ 

協同組合連合会 ２   ２ 

企業組合 ２３ １ １ ２３ 

協業組合 ５   ５ 

商工組合 ２１   ２１ 

商店街振興組合 ２０   ２０ 

商店街振興組合連合会 １   １ 

その他 １８   １８ 

小 計 ３７９ ２ １１ ３７０ 

賛助会員 １２０ ４ １ １２３ 

合 計 ４９９ ６ １２ ４９３ 

 

２．本部及び支部別会員数 

           区 分 

 

 組合別 

本  部 
東 予 

支 部 

今 治 

支 部 

八幡浜 

支  部 

宇和島 

支  部 
合 計 

事業協同組合 １２０ ５８ ５１ ３０ ２０ ２７９ 

火災共済協同組合 １     １ 

協同組合連合会 ２     ２ 

企業組合  １ ２ １３ ７ ２３ 

協業組合  ３ １  １ ５ 

商工組合 １６ ２ ３   ２１ 

商店街振興組合 ８ ６  ３ ３ ２０ 

商店街振興組合連合会 １     １ 

その他 １３ ２ １  ２ １８ 

小 計 １６１ ７２ ５８ ４６ ３３ ３７０ 

賛助会員 ５２ ４７ １６ ５ ３ １２３ 

合 計 ２１３ １１９ ７４ ５１ ３６ ４９３ 
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３．加入状況 

 

４．脱退状況 

 組  合  名 脱 退 理 由 

愛媛県製餡協同組合 等 11組合 自主解散による脱会等 

 
Ⅲ－１総会の開催 
 
１．通常総会 

（１）開催日時  令和６年６月１４日（金) １５時００分～１６時１６分 

（２）開催場所  ANAクラウンプラザホテル松山南館２階サファイアルーム 

（３）出席者数  ２８２人（本人出席１０５人、委任状出席１７７人） 

（４）議案及び議決の内容 

① 令和５年度事業報告書、財産目録、貸借対照表、損益計算書、収支決算書及び剰余金

処分案について（原案どおり承認） 

② 令和６年度事業計画及び収支予算について（原案どおり承認） 

③ 令和６年度会費の賦課及び徴収方法について（原案どおり承認） 

④ 令和６年度借入金残高の最高限度額及び取引金融機関について（原案どおり承認） 

⑤ 常勤役員の報酬の支給について（原案どおり承認） 

⑥ ものづくり支援事業特別会計令和５年度事業報告及び決算並びに令和６年度事業計画

及び収支予算について（原案どおり承認） 

⑦ 組合振興対策資金特別会計令和５年度事業報告及び決算並びに令和６年度事業計画及

び収支予算について（原案どおり承認） 

⑧ 共済事業特別会計令和５年度事業報告及び決算並びに令和６年度事業計画及び収支予

算について（原案どおり承認） 

⑨ 役員の補選について 

（以下の者が当選人に決定、当選人はその就任を承諾） 

[理事] 東予地区自動車整備協同組合   理事長   谷屋 裕文 

愛媛県印刷工業組合          理事長      阿部 国弘 

愛媛新聞販売所協同組合     理事長   櫻木 周一 

愛媛県ビル管理協同組合       理事長     八石 昌明 

宇和島蒲鉾協同組合       理事長     島原 豊行 

愛媛県農機具商業協同組合    理事長   冠  範之 

栗之浦造船協同組合       理事長   成瀬 倉祥 

  組 合 名 
加入 

年月日 

組合 

員数 

出資金 

(千円) 
事  務  所 代表者名 

1 きのえ協同組合 
令和6年 

9月12日 
4 4,000 

南宇和郡愛南町中
浦５７７番地２ 

大島建運 

2 
企業組合たにすじより

みち 

令和7年 

2月26日 
4 200 

西予市野村町鳥鹿
野５９８番地 

宇都宮由紀

子 
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２．施設の設置状況 

 （主たる事務所） 

松山市久米窪田町３３７番地１ テクノプラザ愛媛３階 

 

３．運営組織の状況に関する重要な事項 

  特になし 

 

Ⅲ－２理事会等の開催 
開催月日 会議名 開催場所 議題及び協議事項 

4月25日 監事会 本会会議室 ① 令和５年度中央会業務及び会計監査 

5月16日 
第１回 

正副会長会議 

ＡＮＡクラ

ウンプラザ

ホテル松山 

 

① 令和６年度中央会会長表彰について 

5月16日 
第１回 

理事会 
同上 

① 令和６年度中央会通常総会等の開催について 

② 令和６年度通常総会提出議案について 

③ その他 

3月17日 
第２回 

正副会長会議 

テクノプラ

ザ愛媛 

特別会議室 

① 令和６年度事業実績及び決算見込について 

② 令和７年度事業の基本方針について 

③ 令和７年度事業計画及び予算について 

④ 令和７年度中央会理事会及び通常総会等の日

程について 

⑤ 令和７年度組合設立及び会員の異動状況につ

いて 

⑥ 第７７回中小企業団体全国大会について 

⑦ その他 

 

Ⅳ 直前３事業年度の財産及び損益の状況 

 

 令和５年度 令和４年度 令和３年度 

資産合計 116,998,433 117,062,757 112,239,567 

純資産合計 49,055,497 48,570,354 47,768,118 

事業収益合計 1,500,000 1,580,000 900,000 

当期純利益金額 485,143 802,236 683,585 
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Ⅴ 役員に関する事項 

 

  

役職 所　　属　　団　　体 氏　　名 役職 所　　属　　団　　体 氏　　名

会長 公益社団法人愛媛県紙パルプ工業会 服部　　正 理事 協同組合愛媛県鐵構工業会 登尾　昌弘

副会長 新居浜機械産業協同組合 小野　雄史 理事 愛媛県管工事協同組合連合会 櫻井　健吾

副会長 今治タオル工業組合 正岡　裕志 理事 愛媛県菓子工業組合 中野　英文

副会長 道後温泉旅館協同組合 奥村　敏仁 理事 愛媛県屋外広告美術商業組合 岩田　諭毅

副会長 愛媛県石油業協同組合 三原　英人 理事 愛媛県青果食品小売商業組合 杉本　　誠

副会長 愛媛運輸開発事業協同組合 堀口　栄樹 理事 愛媛県板金工業組合 後藤　達也

副会長 宇和島鯛めし協同組合 清家　達也 理事 愛媛県自動車整備商工組合 萩山　陽右

専務理事 愛媛県中小企業団体中央会 馬越　史朗 理事 愛媛県生コンクリート工業組合 泉　　圭一

理事 西日本家庭紙工業組合 長野　良三 理事 愛媛県書店商業組合 足立　岳彦

理事 伊予紙製品協同組合 石川　喜平 理事 松山大街道商店街振興組合 久保　素子

理事 新居浜建設業協同組合 白石　誠一 理事 協同組合松山卸商センター 渡邉　　悟

理事 東予地区自動車整備協同組合 谷屋　裕文 理事 愛媛県商店街振興組合連合会 加戸　慎太郎

理事 新居浜工業団地協同組合 萩尾　広典 理事 中央会青年部協議会 鳴岡　賢悟

理事 協同組合新居浜重機械工業団地 西岡　　圭 理事 愛媛新聞販売所協同組合 櫻木　周一

理事 協同組合愛媛青果食品流通センター 小野　　明 理事 四国珍味商工協同組合 出海　壽人

理事 西条鉄工団地協同組合 萩尾　昌三 理事 愛媛県電気工事工業組合 木村　泰浩

理事 周桑鉄工業協同組合 宮田　健治 理事 愛媛県バス事業協同組合 清水　一郎

理事 愛媛銑鉄鋳物工業団地協同組合 豊田　浩史 理事 愛媛県木材製材協同組合 菊池　　正

理事 今治建設業協同組合 日浅　則仁 理事 愛媛県ビル管理協同組合 八石　昌明

理事 今治捺染工業協同組合 阿部　秀二郎 理事 えひめファッション産業協同組合 野田　　實

理事 愛媛県繊維染色工業組合 山本　敏明 理事 砥部焼協同組合 松田　啓司

理事 大島石協同組合 小田　信喜 理事 南予生コンクリート協同組合 岩本　　渉

理事 菊間町窯業協同組合 越智　浩一 理事 企業組合内子ワイナリー 藤渕　利通

理事 愛媛県縫製品工業組合 村上　幸司 理事 栗之浦造船協同組合 成瀬　倉祥

理事 協同組合瀬戸内事務センター 渡邉　和秀 理事 宇和島蒲鉾協同組合 島原　豊行

理事 愛媛県農機具商業協同組合 冠　　範之 理事 宇和島袋町商店街振興組合 井上　勝宏

理事 愛媛県印刷工業組合 阿部　国弘 理事 宇和島市管工事協同組合 佐藤　隆史

理事 愛媛機械工業協同組合 野中　健次 監事 新居浜喜光地商店街振興組合 千葉　英明

理事 愛媛県室内装飾事業協同組合 須川　卓二 監事 松山左官業協同組合 高崎　公彦

理事 愛媛県酒造協同組合 越智　　浩 監事 吉田町商工業協同組合 水谷　一良

理事 愛媛県貨物運送事業協同組合 川端　洋一

令和６年度　愛媛県中小企業団体中央会役員名簿
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Ⅵ 職員の状況及び業務運営組織図 
 

１．職員の状況 

 前期末 当期増加 当期減少 当期末 

人数 １７人 ３人 ２人 １８人 

平均年齢 42.3歳 － － 44.8歳 

平均勤続年数 13.5年 － － 11.5年 

 

 

２．組織図 
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事務局長 

総務部 振興部 

管 理 課 宇和島支所 

連携支援係 産業支援係 

副会長 

専務理事 監 事 

会 長 

支 援 課 東予支所 
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Ⅶ 事業内容 
 

１．中小企業連携組織推進指導事業(愛媛県補助事業） 

 

（１）組合等指導事業  

ア．組織化指導事業 

中小企業が、厳しい経済環境に対応するためには、自社に不足する経営資源を互いに補完

する連携組織を構築し、新技術･新商品･新サービス等に取り組むツールとして中小企業組

合制度を活用することが極めて有効である。 

このため、組合巡回で行う決算指導等の密度を高めるとともに、商工会議所等関係機関と

の連携を密にし、下記組織化事業の実効を図った。 

① 組織化に関する広報活動 

② 巡回による組合設立の促進及び任意団体の実態把握 

 

イ．巡回指導及び各種経営相談等の充実強化 

本部(今治支部、八幡浜支部を含む）及び東予・宇和島の各支所の管轄する地域について

巡回を実施し、組合の管理、事業経営、経理、税務、金融等の分野にわたりきめ細かい指導

を行ったほか、組合設立、運営等についての相談者の来訪、電話、ファクシミリ、メールに

よる相談等に対し適切な指導を行い所期の成果を収めた。 

 

（ア）実地指導件数 
 

設
立 

組
合
管
理 

組
合
事
業
経
営 

経
理 

税
務 

金
融 

共
同
施
設 

労
働 

価
格
協
定 

官
公
需 

省
エ
ネ 

情
報
化 

そ
の
他 合

計 

事業協同組合 0 982 113 23 2 2 1 1 0 2 4 0 106 1,236 

(協)連合会 0 5 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 

商工組合 0 83 14 0 0 0 0 3 0 0 0 0 12 112 

協業組合 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

企業組合 0 92 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 102 

商店街(振) 0 62 3 1 2 1 0 0 0 0 0 0 4 73 

商店街(振連) 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

火災共済(協) 0 11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 11 

その他の組合 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 

未組織事業者 50 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 318 

公益法人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 45 45 

合計 50 1,242 137 24 4 3 1 4 0 2 4 0 457 1,928 
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（イ）窓口相談件数 

相 談 事 項 
会員及び非会員 

計 
会員 非会員 

設立相談 0 55 55 

組合管理相談 833 36 869 

組合事業経営相談 50 0 50 

経理相談 35 1 36 

税務相談 5 1 6 

金融相談 1 0 1 

共同施設の診断相談 0 0 0 

労働相談 

価格協定 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

官公需相談 2 0 2 

省エネルギー相談 0 0 0 

情報化相談 5 0 5 

その他の相談 69 136 205 

合計 1,000 229 1,229 

 

ウ．指導員の研修、講習会への参加 

（ア）全国中央会指導員講習会 

全国中央会が実施する講習会に指導員を参加させることにより指導能力の向上に努め

た。 

実施 

主体 
期 間 場所 種 類 内 容 

派遣指 

導員数 

全
国
中
小
企
業
団
体
中
央
会 

6月18日～ 6月21日 東京 
初任者 

基礎研修 

組合から頼られる指導員に 

なるために 他 
３名 

7月17日～ 7月18日 東京 
事務局長

等研修 

中央会に求められる人材育成

のあり方 他 
１名 

9月19日～ 9月20日 東京 
実務者 

研修 

基礎から学ぶ 

“コンサルテーション” 他 
２名 

10月31日～11月 1日 東京 
管理者 

研修 

マネジメント対象である 

「Z 世代」の特徴 他 
１名 
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（２）中央会指導員等研究会開催事業 

ア．四国ブロック指導員研究会 

（ア）研究会への参加 

開催月日 開催場所 内  容 参加指導員数 

2月13日～14日 高松市 若手指導員研修会 ３名 

3月 4日～ 5日 松山市 管理者研究会 ４名 

 

イ．中央研究会等への参加 

開催月日 開催場所 内  容 参加指導員数 

 8月29日～30日 

全国中小企業団

体中央会 

クラウドファウンディングによる 

新たな一手 他 
１名 

10月 9日～10日 
中小企業の事業継承・M&A に関する 

施策・制度の動向等について 他 
１名 

11月26日～27日 DX 推進における業務効率化について 他 １名 

1月15日～16日 
指導員に求められる DX 支援に向けた 

分析方法の習得 
２名 

 

（３）指導員資質向上対策事業 

ア．講習会への参加 

中小企業大学校等が実施する研修会へ指導員を派遣し、中小企業の経営管理等に関する

知識・技法の修得に努めた。 

実施主体 期  間 場所 内  容 派遣指導員数 

中小企業 

大学校 
7月 9日～ 7月30日 東京校 連携組織化（組合支援）の基礎 １名 

中小企業 

大学校 
3月25日～ 9月20日 東京校 

第４１期中小企業診断士養成課

程 
１名 

中小企業 

大学校 
1月26日～ 2月16日 東京校 連携組織化（組合支援）の実務 ２名 
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（４）中小企業連携組織等支援事業 

ア．個別専門指導   

経営環境の変化の下で発生する専門的、多元的な問題解決のため、弁護士・社会保険労

務士等の活用により組合等が抱える法律・労働に関する相談事項について専門的指導を行

った。 

テーマ 件数 

会計・税務 １件 

法   律 ２件 

経営・労働 ― 

合 計 ３件 

 

イ．組合等直面問題対応指導事業 

組合等が抱えている喫緊の課題解決のため、中央会が専門家等を招聘し、講習会等を実

施した。 

組合名 開催日時 開催場所 内 容 出席者数 

愛媛県室内装飾事

業協同組合 
6月 7日 

東温アートヴィ

レッジセンター 

内装仕上げ施工技能士及び壁装技

能士検定模擬試験講習会 
２０名 

協同組合一宮グル

ープ 
7月12日 

一宮センタービ

ル2階 

ハラスメント防止、メンタルヘル

スマネージメント 
２２名 

愛媛県管工事協同

組合連合会 
8月 1日 

ホテルマイステ

イズ松山３階ド

ゥミエーラ 

能登半島地震における株式会社川

西水道機器の対応 
３０名 

愛媛県管工事協同

組合連合会 
8月 6日 

ホテルマイステ

イズ松山２階ル

ーチェ 

Excel講習会 １３名 

四国IT協同組合 8月27日 
株式会社NPシステ

ム会議室 
サイバーハザード2024 ２７名 

新居浜市管工事業

協同組合 
8月27日 

新居浜市管工事業

協同組合 会議室 

建設業における 2024 年問題に係

る労働法改正とその対応 
１４名 

公益社団法人愛媛

県紙パルプ工業会 
10月17日 

公益社団法人愛

媛県紙パルプ工

業会 会議室 

ほめ達から考える職場のウェルビ

ーイング 
７名 

中予浄化槽管理協

同組合 
10月17日 

松山市総合コミ

ュニティセンタ

ー 

防災と BCP ４３名 
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組合名 開催日時 開催場所 内 容 出席者数 

愛媛県高速運輸事

業協同組合 
11月 5日 

愛媛県トラック総

合サービスセンタ

ー大会議室 

最新の物流情勢とeラーニングシ

ステムについて 
８６名 

公益社団法人愛媛

県紙パルプ工業会 
11月21日 

公益社団法人愛

媛県紙パルプ工

業会 会議室 

職場ルールを学ぶ ８名 

北四国衛生紙綿協

同組合 
11月22日 

グランフォーレ２

階サザンクロス 
情報セキュリティーセミナー ４７名 

協同組合愛媛県鐵

構工業会 
11月22日 ネストホテル松山 

下請事業者が知っておくべき基礎

知識 
３４名 

愛媛県書店商業組

合 
11月27日 一番町ホール 最近の出版業界の概況と課題 １０名 

赤帽愛媛県軽自動

車運送協同組合 
11月30日 

愛媛県武道館 中

会議室 

フリーランス・事業者間取引適正

化等法のポイント 
２１名 

愛媛県型枠工事業

協同組合 
12月 5日 二番町ホール 採用に繋げる職場づくり １２名 

奥道後温泉利用協

同組合 
12月 6日 

奥道後壱湯の守 

竹寿庵 

南海トラフ大地震発生に想定され

る土木建築物の被害想定について 
１１名 

新居浜機械産業協

同組合 
12月10日 

新居浜市民文化セ

ンター１階第７中

会議室 

人生を生き抜く人間関係論 ２５名 

松山市管工事業協

同組合 
12月12日 

ANAクラウンプラ

ザホテル南館２階

サファイアルーム 

事業継続力強化計画の実働につい

て 
５０名 

公益社団法人愛媛

県紙パルプ工業会 
1月16日 

公益社団法人愛

媛県紙パルプ工

業会 会議室 

評価制度（業績評価）を作る① ８名 

愛媛県パン協同組

合 
2月 5日 

学校法人河原学

園ﾊﾟﾃｨｼｴ・ﾌﾞﾗﾝ

ｼﾞｪ科 

新製品開発を図る製パン技術

講習会 
６名 

愛媛県青果食品小

売商業組合 
2月 7日 

中央卸売市場内松

山中央青果商業協

同組合 

事業承継について １３名 

公益社団法人愛媛

県紙パルプ工業会 
2月20日 

公益社団法人愛

媛県パルプ工業

会 会議室 

評価制度（業績評価）を作る② ８名 

愛媛県中古自動車

販売商工組合 
2月27日 

テクノプラザ愛媛

２階研修室 

「お客様からのクレーム対応研

修」、「自動車注文書研修」 
３５名 



12 

組合名 開催日時 開催場所 内 容 出席者数 

愛媛県削節工業協

同組合 
3月 6日 

伊予市文化交流セ

ンターIYO夢未来

館 

イマドキ若者の報・連・相を知る １６名 

 

ウ．講習会開催事業 

所管行政庁への提出書類に関する法令順守の指導及び法規以外で行政庁が指定する提出

要領及び組合事務及び監査における不正防止のための監査方法等についての研修会を開催

した。 

開催月日 開催場所 内  容 出席者数 

3月17日 ホテルマイステイズ松山 
① 適正な監査の実施について 

② 組合事務の手続きについて 

現地３３名 

オンライン４６名 

 

（５）組合指導情報整備事業 

より効果的な組合指導及び組合員事業者支援のため、グループウェアやクラウドサービ

ス等を活用した各種情報の管理を行うとともに、ホスティングサービスを利用したホーム

ページ運用等により施策情報や中小企業組合関連情報等の提供に努めた。 

 

（６）中小企業連携人材育成推進事業 

地域産業が抱える課題及び組合等が抱える今日的課題等に対応するため、経営者並びに

後継者等を対象とした研修会等を開催した。 

 

ア．地域別経営者教育事業 

（ア）第１回支部経営研究会 

各支部会員を対象に、支部毎に抱える経営課題等をテーマとした研究会を開催した。 

開催月日 開催場所 内   容 出席者数 

7月 5日 

新居浜市 

レーイグラッツ

ェふじ 

副業人材の活用について 

えひめ産業振興財団「ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略拠点」 

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 八木 司 

株式会社リクルートｿﾘｭｰｼｮﾝ統括部 SR推進部 

  ｻﾝｶｸｸﾞﾙｰﾌﾟ 阿部 友美 

６０名 

7月24日 

今治市 

テクスポート

今治 

副業人材の活用について 

えひめ産業振興財団「ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略拠点」 

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 八木 司 

株式会社クリエアナブキ 取締役事業推進部長

兼事業推進部海外人材事業ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

 ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ 神野 哲平 

３０名 

7月31日 

松山市 

ホテルマイス

テイズ松山 

副業人材の活用について 

えひめ産業振興財団「ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略拠点」 

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 八木 司 

５９名 
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株式会社リクルートｿﾘｭｰｼｮﾝ統括部 SR推進部 

  ｻﾝｶｸｸﾞﾙｰﾌﾟ 阿部 友美 

7月19日 

八幡浜市 

ハーバープラ

ザホテル 

副業人材の活用について 

えひめ産業振興財団「ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略拠点」 

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 八木 司 

株式会社クリエアナブキ 取締役事業推進部長

兼事業推進部海外人材事業ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

  ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ 神野 哲平 

１８名 

7月16日 

宇和島市 

JRホテルクレ

メント宇和島 

副業人材の活用について 

えひめ産業振興財団「ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略拠点」 

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 八木 司 

株式会社リクルートｿﾘｭｰｼｮﾝ統括部 SR推進部 

  ｻﾝｶｸｸﾞﾙｰﾌﾟ 阿部 友美 

３３名 

 

（イ）第２回支部経営研究会 

各支部会員を対象に、支部毎に抱える経営課題等をテーマとした研究会を開催した。 

開催月日 開催場所 内   容 出席者数 

11月18日 

新居浜市 

リーガロイヤ

ルホテル新居

浜 

情報セキュリティについて 

四国IT協同組合 理事  

（株）ユイ・システム工房 取締役 稲葉 皓大 
２０名 

12月11日 

今治市 

テクスポート今

治 

情報セキュリティについて 

四国IT協同組合 理事  

（株）ユイ・システム工房 取締役 稲葉 皓大 
１２名 

12月10日 

松山市 

ホテルマイステ

イズ松山 

情報セキュリティについて 

四国IT協同組合 理事  

（株）ユイ・システム工房 取締役 稲葉 皓大 
２５名 

12月 2日 

八幡浜市 

ハーバープラザ

ホテル 

情報セキュリティについて 

四国IT協同組合 理事  

（株）ユイ・システム工房 取締役 稲葉 皓大 
１４名 

12月 3日 
宇和島市 

和日輔 

情報セキュリティについて 

四国IT協同組合 理事  

（株）ユイ・システム工房 取締役 稲葉 皓大 
１７名 

 

イ．環境変化対応支援事業 

（ア）トップセミナー 

県内中小企業の経営者等の資質向上を図るためセミナーを開催した。 

開催月日 開催場所 内   容 出席者数 

6月14日 

松山市 

ＡＮＡクラウンプ

ラザホテル松山 

地方経済の今～少子化対策と企業支援から考え

る地域活性化策 

エコノミスト 崔 真淑 

７０名 
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（イ）海外展開セミナー 

ベトナム経済の優位性や人材の特徴などについて紹介し、ベトナムへの進出や人材の

獲得等を行う企業向けの指針となるようセミナーを開催した。 

開催月日 開催場所 内   容 出席者数 

8月26日 

松山市 

ＡＮＡクラウンプ

ラザホテル松山 

① 愛媛県とベンチェ省との交流について 

愛媛県経済労働部産業人材課主幹 石丸 隆雄 

② 日本におけるベトナム人材の活用について 

エスハイ 執行役員副社長 清水 寛子 

４８名 

 

（ウ）デジタルセミナー 

県内中小企業のデジタルリテラシー向上を図るためセミナーを開催した。 

開催月日 開催場所 内   容 出席者数 

9月 4日 
松山市 

二番町ホール 

ChatGPT等の生成AIを使いこなそう！ 

株式会社スプラム 代表取締役 竹内 幸次 
２９名 

 

ウ．後継者育成事業 

県内組合の青年部を対象に、地域産業や組合等が抱える今日的な課題に対応するための

研修会を開催した。 

開催月日 開催場所 内  容 出席者数 

7月12日 
松山市 

道後ふなや 

県内蔵元の製造技術向上を目途とした講習会 

磯自慢酒造株式会社 副杜氏 山田 英彦 
３２名 

7月23日 

松山市 

道後プリンスホ

テル 

これから始めるＤＸ 

ＮＴＴアドバンステクノロジ株式会社 

デジタルＡＩ事業本部 担当課長 山本 洋介 

国立大学法人愛媛大学 

副学長 高橋 寛 

５３名 

11月 8日 

松山市 

ＴＫＰ松山市駅

前カンファレン

スセンター 

これからの時代に向けた「組織イノベーション

研修」 

株式会社ワンズウィル 代表取締役 尾花 彰 

４０名 

11月20日 

松山市 

ＴＫＰ松山市駅

前カンファレン

スセンター 

印刷業界の未来 

富沢印刷株式会社 代表取締役 富澤 隆久 
６８名 

2月 3日 

松山市 

卸商センター会

議室 

声から始まるお客様との信頼づくり ４４名 
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エ．企業組合活性化支援事業 

（ア）交流会 

開催月日 開催場所 内  容 組合名 

11月11日 

宇和島市 

企業組合津

島あぐり工

房事務所 

やまぐちふるさとくらぶとの交流会 

山口県地域資源活用型企業組合連絡協議会 

会長 宇野 素代子（企業組合うずしお母さん

の店） 

副会長 伊藤 節子（企業組合あぶホームメイ

ド） 

山口県中小企業団体中央会 

(企)いわまつ 

他 10 組合 

 

（イ）専門家派遣 

開催月日 開催場所 内  容 組合名 

7月 5日 

8月 9日 

9月25日 

北宇和郡鬼

北町 

(企)森の風 

決算書の読み方､組合状況の確認(第１回) 

組合の活動事業の中期目標の設定（第２回） 

中期目標への初動アクションフォローアップ(第

３回) 

中小企業診断士 溝淵 博志 

(企)森の風 

8月 2日 

9月 6日 

10月23日 

南宇和郡愛

南町 

(企)愛南ジ

ビエ 

在庫管理状況の把握(第１回) 

在庫管理用伝票の確認と在庫管理方法の検討(第

２回) 

システム導入に向けてのテストランと現場改善

(第３回) 

経営コンサルタント 島田 俊哉 

(企)愛南ジビ

エ 

 

オ．組合基盤強化支援事業 

 （ア）専門家派遣 

会員組合及びその組合員事業所に対し、組合活性化又は事業承継等をはじめとする支援

を行うため、専門家を派遣してヒアリングを行うとともに、セミナーを開催して情報提供

を行った。 

実施月日 対象 内  容 参加者数 

11月 8日 
西条紺屋町商店

街振興組合 
組合活性化に係るヒアリング、課題抽出 ９名 

1月27日 
松山たばこ販売

協同組合 
組合活性化に係るヒアリング、課題抽出 １４名 

2月21日 
北条商業サービ

ス協同組合 
組合活性化に係るヒアリング、課題抽出 ４名 

3月 3日 
松山たばこ販売

協同組合 
組合活性化に係るヒアリング、課題抽出 １１名 
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（イ）セミナー 

開催月日 開催場所 内  容 出席者数 

7月23日 

松山市 

リジェール

松山 

やる気を引き出す「元気な組織の作り方」 

元気ファクトリー株式会社 

代表取締役 小島 俊一 

３５名 

1月22日 

松山市 

ネストホテ

ル松山 

イマドキ若者の報・連・相を知る 

株式会社エンカレッジ 

代表取締役 玉野 聖子 

３７名 

 

（８）ものづくり企業等災害時対応事業 

中小企業組合が中心となり災害時の相互協力体制を計画する「連携事業継続力強化計画

（※経済産業大臣認定）」策定を目的に、構成する組合員企業の制度理解を深めるための

「事業継続力強化計画（単独型）」、「連携事業継続力強化計画（連携型）」及びＢＣＰ

（事業継続計画）の策定支援講習会等を開催した。 

支援対象 開催月日 開催場所 内    容 出席者数 

(公社)愛媛県紙パルプ工

業会 

9月19日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第１回（単独型・法認定） 

事業継続力強化計画の策定支援 
１９名 

10月10日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第２回（単独型・法認定） 

事業継続力強化計画の策定支援 
１８名 

11月 6日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第３回（単独型・法認定） 

事業継続力強化計画の策定支援 
１８名 

11月21日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第４回 事業継続計画（ＢＣＰ）の

策定支援について 
１７名 

12月 4日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第５回 事業継続計画（ＢＣＰ）の

策定支援について 
１８名 

12月18日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第６回 事業継続計画（ＢＣＰ）の

策定支援について 
１８名 

1月15日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第７回 事業継続計画（ＢＣＰ）の

策定支援について 
１８名 

愛媛自動車部品リサイク

ル協同組合 

8月 7日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第１回（単独型・法認定） 

事業継続力強化計画の策定支援 
９名 

8月28日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第２回（単独型・法認定） 

事業継続力強化計画の策定支援 
８名 

9月 6日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第３回（単独型・法認定） 

事業継続力強化計画の策定支援 
８名 

9月20日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第４回（連携型・法認定） 

連携事業継続力強化計画の策定支援 
７名 

10月11日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第５回 事業継続計画（ＢＣＰ）の

策定支援について 
７名 

10月25日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第６回 事業継続計画（ＢＣＰ）の

策定支援について 
７名 

11月15日 
Ｚｏｏｍ 

対応 

第７回（連携型・法認定） 

連携事業継続力強化計画の策定支援 
６名 
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支援対象 開催月日 開催場所 内    容 出席者数 

愛媛自動車部品リサイク

ル協同組合 
1月17日 

Ｚｏｏｍ 

対応 

第８回（追加研修） 

レジリエンス認証制度の概要について 
８名 

 

（９）中小企業業務改善支援事業 

県内の製造業を中心とした組合及び組合員企業に対し、現場の生産性向上のための業務

改善支援セミナーを開催するとともに、希望企業等へ専門家を派遣して効果的な現場改善

やＩＴ・ＩｏＴ導入を支援した。 

 

ア．業務改善支援セミナー 

開催月日 開催場所 内    容 出席者数 

1月30日 

松山市 

サイボウズ 

松山オフィス 

県内業務改善事例の紹介 

ケーオー商事株式会社 

代表取締役会長 片山 昭 

株式会社エンカレッジ 

代表取締役 玉野 聖子 

ＮＴＴアドバンステクノロジ株式会社 

主任 坂巻 元基 

２４名 

 

イ．業務改善ワークショップ 

開催月日 開催場所 内    容 出席者数 

2月18日 

松山市 

テクノプラザ

愛媛 

kintone、ＲＰＡを使ったワークショップ 

サイボウズ株式会社 

松山営業所 所長 三浦 秀寛 

ＮＴＴアドバンステクノロジ株式会社 

主任 坂巻 元基 

１４名 

 

ウ．専門家派遣 

企業等派遣回数  １１回 

 

（10）組合特定問題実態調査事業 

ア．中小企業労働事情実態調査 

県下の中小企業８００事業所を対象に労働事情を的確に把握し、今後の組合指導の資料

として活用するための調査を実施した。 

名    称 調   査   目   的 調査対象数 調査時点 

中小企業労働 

事情実態調査 

中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な

中小企業の労働対策の樹立及び時宜を得た労働指導

方針の策定に資する。 

８００ 

事業所 
７月１日 
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（11）組合等への情報提供事業 

ア．資料収集加工事業 

中小企業を取り巻く大きな環境変化に組合が積極的に対応し、その活性化を図るため、

全国統一テーマをもって先進的組合のノウハウを収集するとともに、専門家による分析・

評価を行った。 

調査対象組合 テーマ 

協同組合一宮グループ 支援機関と連携して組合活動が活性化した事例 

今治タオル工業組合 特徴ある組合事例 

 

イ．中小企業団体情報連絡員の設置 

会員組合の中から地区・業種を代表する役職員５０名を情報連絡員として委嘱し、毎月

１回業界の景況報告を受け、業種別に分類・加工した情報の提供に努めるとともに、関係機

関への報告を行い、当該事業の実効を図った。 

 

２．小規模事業者組織化指導事業（全国中央会補助事業） 

 

（１）小企業者組織化特別講習会 

小企業者組合の役職員を対象に、組合及び組合員企業の経営の安定化に資することを目

的として、人材確保及び定着・育成についての研修会を行った。 

開催月日 開催場所 内   容 出席者数 

9月 4日 
松山市 

二番町ホール 

ChatGPT等の生成AIを使いこなそう！ 

株式会社スプラム 代表取締役 竹内 幸次 
２９名 

 

（２）小規模事業者連携組織化事業 

   小規模事業者のグループを発掘し、連携組織の形成や共同事業の企画・立案を能動的に

支援することにより、小規模事業者の連携・組織化の促進を図った。 

（令和６年度設立 きのえ協同組合、企業組合たにすじよりみち） 

ア．情報交流交換会 

開催月日 開催場所 内   容 出席者数 

8月 7日 

松山市 

テクノプ 

ラザ愛媛 

中会議室 

特定地域づくり事業協同組合制度説明会 

総務省自治行政局地域自立応援課 係長 日比野 理美 

馬路村地域づくり事業協同組合 事務局長 林 義人 

馬路村役場 地域振興課 井上 仁 

五島市地域づくり事業協同組合 専務理事 田上 秀人 

１０名 

8月20日 

西予市 

まなびあ 

ん多目的 

ホール 

特定地域づくり事業協同組合制度説明会 

総務省自治行政局地域自立応援課 

総務事務官 撫養 将志 

かみかつ事業協同組合 事務局長 美馬 由紀 

大紀まちづくり協同組合 代表理事 谷口 兄 

１６名 
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開催月日 開催場所 内   容 出席者数 

8月28日 

宇和島市 

パフィオ 

宇和島 

ホール 

特定地域づくり事業協同組合制度説明会 

総務省自治行政局地域自立応援課 係長 日比野 理美 

椎葉村複業協同組合 代表理事 上野 諒 

あきおおた未来創造協同組合 事務局長 佐々木 知昭 

１０名 

 

 イ．先進地視察 

開催月日 開催場所 内   容 出席者数 

12月18日 
埼玉県 

宮本の湯 
特定地域づくり事業協同組合全国フォーラム ７９名 

 1月16日

～17日 

鹿児島県 

鹿児島サンロ

イヤルホテル 

特定地域づくり事業協同組合シンポジウム 

錦江町MIRAIサポート協同組合視察研修 

１５３名 

４７名 

 

 ウ．組織化検討会 

開催月日 開催場所 内   容 出席者数 

12月18日 

松山市 

愛媛県中小企

業団体中央会 

会議室 

連携推進員の活動状況報告 

法人化に向けたアプローチについて 
３名 

12月 9日 

松山市 

愛媛県中小企

業団体中央会 

会議室 

連携推進員の活動状況報告 

法人化に向けたアプローチについて 
６名 

 1月29日 

宇和島市 

宇和島市総合

福祉センター 

３階相談室 

今年度の設立組合 

来年度以降の設立について 

任意グループの発掘について意見交換 

６名 

 

３．中小企業組合等課題対応支援事業（全国中央会補助事業） 

 

（１）取引力強化推進事業 

組合員である中小企業及び小規模事業者の取引力強化を促進するため、組合等が実施す

る共同事業の活性化や受注拡大等を図るための先進的又は波及効果・横展開が期待できる

事業に対して、経費の一部を助成した。 

組合名 テーマ 

一般社団法人 

えひめ日本語教育人財ネット 
ホームページ作成による受注促進及び認知度向上 
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組合名 テーマ 

愛媛県中古自動車販売商工組合 
自動車登録事務代行事業等管理システム改修による

作業改善と取引力向上 

企業組合こもねっと 
大規模マンション顧客への新規取引に向けての 

テストマーケティング事業 

 

（２）小企業者組合成長戦略推進プログラム等支援事業 

小企業者の経営基盤の強化や生産性の向上を目指した、既存事業の改善や新規事業開拓

等のフィジビリティ・スタディを行う小企業者組合に対して、経費の一部を助成した。 

組合名 テーマ 

愛媛中央花き商業協同組合 代払いシステム開発 

 

４．外国人技能実習制度適正化事業（全国中央会補助事業） 

 

外国人技能実習生共同受入れ事業を行う事業協同組合等の事業の適正な運営と企業の円滑

な受入れを支援するため、中央会指導員及び外国人技能実習制度に精通した専門家（社会保

険労務士）を派遣し、個別指導を行った。また、愛媛県外国人技能実習生受入組合協議会と

連携して、関連法令及び各種制度、事務担当者向け講習会等を開催した。 

 

（１）適正化指導事業 

① 指導組合数 ４組合 

② 指導企業数 ４企業 

 

（２）適正化講習会開催事業 

開催月日 開催場所 内    容 出席者数 

7月29日 

松山市 

ＡＮＡクラウン

プラザホテル松

山 

① 外国人材に関する国際的な人権基準の遵守 

～育成就労制度創設による対応～ 

② インド送出し機関の紹介 

９５名 

2月17日 

松山市 

ＡＮＡクラウン

プラザホテル松

山 

① 監理事業マニュアルの普及 ６８名 
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５．外国人材受入推進事業（愛媛県補助事業） 

 

外国人材の受入れを検討する企業が増加しているが、外国人材の受入れには入管法や労働

法令、外国人技能実習制度、特定技能制度等の各種制度の理解が必要不可欠である。そこで

新規受入れを検討している企業や業界団体及び既に受入れを行っている監理団体等に対し、

外国人材の円滑・適正な受入れを推進するため講習会を開催した。 

 

対象組合 開催月日 開催場所 内    容 出席者数 

繊維産業

関連組合 
6月 7日 

テクスポー

ト今治 

① 外国人材に係るコンプライアンス遵守 

～労働関係法令のポイント～ 
６８名 

道後温泉

旅館協同

組合 

7月30日 大和屋本店 

① インド人技能実習生及び特定技能外国

人の事例紹介 

② 各国の外国人労働者の特徴について 

③ 外国人技能実習制度及び特定技能制度

の概要 

１４名 

繊維産業

関連組合 
11月13日 

テクスポー

ト今治 

① 繊維産業における特定技能制度理解促

進セミナー 
１０６名 

 

６．物価高騰対策設備投資支援事業（愛媛県補助事業） 

 

エネルギー、原材料価格等の高騰の影響を受けた愛媛県内の中小企業者等が行う、生産性

向上に向けた、省エネ・省コスト・生産プロセスの改善等に向けた設備投資を支援した。 

 

補助金交付事業者数  ３次：８９事業者 

 

７．生産性向上設備等投資支援事業（愛媛県補助事業） 

 

愛媛県内の中小企業者等が行う、生産性向上のためにする業務改善及び省コスト化等に向

けた設備投資を支援する。（令和７年度継続） 

 

８．商工団体地域力強化支援事業（愛媛県補助事業） 

 

  県内中小企業組合等及び組合員事業者、県産品の認知度向上と販路開拓を行う目的で、

「えひめ組合フェスタin花園通り」を開催した。 

 

  催事名：えひめ組合フェスタin花園通り 

開催月日 開催場所 参加組合等 

11月10日 松山市花園通り商店街 ２１組合等 
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９．受託事業 

 

（１）ものづくり企業連携コーディネート事業（愛媛県受託事業） 

県内ものづくり企業が付加価値の高い事業を確立し、足腰の強い収益構造への転換を図

るため、既存の取引関係の系列を越えた企業間連携を進めた。 

項   目 ６年度目標 ６年度実績 平成19年度からの累計実績 

県内企業訪問件数 ５０ ９３  

川下企業訪問調査等実施件数 ３０ ２３ ５４７ 

マッチングアレンジ（具体的接触）件数 １０ １１ ３１８ 

マッチング成立件数 １０ １５ １８０ 

 

（２）制度改正等の課題解決環境整備事業(全国中央会受託事業） 

制度改正等によって生じる中小企業組合や組合員企業等の課題に対し、パンフレット等

による周知、講習会開催及び専門家の派遣を行うことで解決を図り、円滑な事業活動を支

援しつつ、適正に制度改正等に対応できる環境整備を推進した。 

 

ア．中小企業組合等への周知 

会員組合等へのパンフレット配布  ２回 

 

 イ. 講習会の開催 

令和６年度所得税定額減税のしかたについての講習会を開催した。 

講習会開催  １回 

 

ウ．専門家の派遣 

令和６年度所得税定額減税、改正民法、労働契約法、育児介護休業法への対応が必要と

なる組合及び組合員企業に専門家を派遣した。 

専門家派遣  ４回 

 

（３）事業環境変化対応型支援事業(全国中央会受託事業） 

   インボイス制度（インボイス制度対応に必要なデジタル化対応を含む。）に関連したテ

ーマについて、パンフレット等による周知や専門家の派遣を行うことでインボイス制度へ

の適正な対応を支援した。 

 

ア．中小企業組合等への周知 

会員組合等へのパンフレット配布  １回 

 

イ．専門家の派遣 

インボイス制度への対応が必要となる組合及び組合員企業に専門家を派遣した。 

専門家派遣  ２回 
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（４）中小企業景況調査事業(全国中央会受託事業） 

中小企業の景気動向を的確に把握するため、会員組合の役職員のうちから１０名の調査

員を選任し、業種別に選定した県内の５０企業に対して定期的に企業経営状況についての

詳細な調査を行い、地域別、業種別による総合的な景況、経済動向等に関する情報の収集

を年４回行い、その都度関係機関に情報提供を行った。 

 

調査対象事業所 
調査員数(名) 調査時点 

業種 企業数(社) 

製 造 業 

建 設 業 

卸 売 業 

小 売 業 

２８ 

５ 

６ 

１１ 

６ 

１ 

１ 

２ 

６月１日 

９月１日 

11月15日 

３月１日 

計 ５０ １０  

 

10．一般事業 

 

（１）エコアクション２１地域事務局事業 

環境省が定めた環境経営システム・取組み・報告に関するガイドラインに基づく制度で

ある「エコアクション２１」の地域事務局の認定を受け、制度の普及促進を図った。 

 

（２）組合・中央会役職員研修事業 

次の研修会に参加した。 

 四国地区中小企業団体中央会連絡協議会への出席  ６月21日 高知市 

 四国地区中小企業団体中央会会長会議への出席   ２月７日 高松市 

 

（３）中央会支部活動 

経済環境の急激な変化の中で、組合及び組合員の経営の活性化に資するため、支部役員

懇談会の開催など、各支部を単位として独自事業を実施した。 

 

 

 

 

東予支部 

 開催月日 開催場所 開催内容等 

支
部
総
会 

7月 5日 

新居浜市 

レーイグ

ラッツェ

ふじ 

１ 中央会会長表彰伝達式 

２ 議題 

1)令和５年度事業報告及び収支決算の承認について 

2)令和６年度事業計画及び収支予算の決定について 

3)支部役員の改選について 

３ セミナー 
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中予支部 

 開催月日 開催場所 開催内容等 

支
部
総
会 

7月31日 

松山市 

ホテルマイ

ステイズ松

山 

１ 中央会会長表彰伝達式 

２ 議題 

1)令和５年度事業報告及び収支決算の承認について 

2)令和６年度事業計画及び収支予算の決定について 

3)支部役員の改選について 

３ セミナー 

役
員
懇
談
会
等 

7月31日 

松山市 

ホテルマイ

ステイズ松

山 

役員会 

１ 令和６年度中予支部総会提出議案について 

２ 情報交換・懇談 

12月10日 

松山市 

ホテルマイ

ステイズ松

山 

１ 昼食会 

２ 議題 

1)行政から中小企業施策に関する説明 

2)業界の現状及び行政等への要望 

３ セミナー 

 開催月日 開催場所 開催内容等 

役
員
懇
談
会
等 

7月 5日 

新居浜市 

レーイグ

ラッツェ

ふじ 

役員会 

１ 令和６年度東予支部総会提出議案について 

２ 情報交換・懇談 

11月18日 

新居浜市 

リーガロ

イヤルホ

テル新居

浜 

１ 議題 

1)行政から中小企業施策に関する説明 

2)業界の現状及び行政等への要望 

２ セミナー 

３ 懇親会 

今治支部 

 開催月日 開催場所 開催内容等 

支
部
総
会 

7月24日 

今治市 

テクスポ

ート今治 

１ 中央会会長表彰伝達式 

２ 議題 

1)令和５年度事業報告及び収支決算の承認について 

2)令和６年度事業計画及び収支予算の決定について 

3)支部役員の改選について 

３ セミナー 

役
員
懇
談
会
等 

7月24日 

今治市 

テクスポ

ート今治 

役員会 

１ 令和６年度今治支部総会提出議案について 

２ 情報交換・懇談 

12月11日 

今治市 

テクスポ

ート今治 

１ 昼食会 

２ 議題 

1)行政から中小企業施策に関する説明 

2)業界の現状及び行政等への要望 

３ セミナー 
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宇和島支部 

 開催月日 開催場所 開催内容等 

支
部
総
会 

7月16日 

宇和島市 
JRホテルク
レメント宇
和島 

１ 中央会会長表彰伝達式 

２ 議題 

1)令和５年度事業報告並びに収支決算の承認について 

2)令和６年度事業計画並びに収支予算の決定について 

3)令和６年度支部会費の賦課額及び徴収方法の決定につい

て 

4)支部役員の補選について 

３ セミナー 

役
員
懇
談
会
等 

7月16日 

宇和島市 

JR ホテル

クレメント

宇和島 

役員会 

１ 令和６年度宇和島支部総会提出議案について 

２ 情報交換・懇談 

12月 3日 
宇和島市 

和日輔 

１ 昼食会 

２ 議題 

1)行政から中小企業施策に関する説明 

2)業界の現状及び行政等への要望 

３ セミナー 

 

（４）愛媛県中小企業団体事務局長等協議会 

組合事業の一層の活発化を図るため、事務局長等協議会を軸とし、中央会事業への積極

的な参加を求めるとともに、組合事務局相互の協調融和と組合運営の向上のため研修会を

開催した。 

八幡浜支部 

 開催月日 開催場所 開催内容等 

支
部
総
会 

7月19日 

八幡浜市 
ハーバー
プラザホ
テル 

１ 中央会会長表彰伝達式 

２ 議題 

1)令和５年度事業報告及び収支決算の承認について 

2)令和６年度事業計画及び収支予算の決定について 

3)支部役員の改選について 

３ セミナー 

役
員
懇
談
会
等 

7月19日 

八幡浜市 
ハーバー
プラザホ
テル 

役員会 

１ 令和６年度八幡浜支部総会提出議案について 

２ 情報交換・懇談 

12月 2日 

八幡浜市 
ハーバー
プラザホ
テル 

１ 昼食会 

２ 議題 

1)行政から中小企業施策に関する説明 

2)業界の現状及び行政等への要望 

３ セミナー 
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開催月日 会議名 開催場所 議 題 出席者数 

7月23日 
第１回 

幹事会 

松山市 

リジェール 

松山 

① 令和６年度通常総会提出議案について １６名 

7月23日 通常総会 

松山市 

リジェール

松山 

① 令和５年度事業報告並びに決算関係書類

の承認について 

② 令和６年度事業計画並びに収支予算の決

定について 

③ 令和６年度会費の賦課額並びに徴収方法

の決定について 

④ 研修会 

やる気を引き出す「元気な組織の作り方」 

元気ファクトリー株式会社 

代表取締役 小島 俊一 

３７名 

1月22日 
第２回 

幹事会 

松山市 

ネストホテ

ル松山 

① 事業の実施状況について 

② 令和７年度事業について 
１６名 

1月22日 
年賀交換会 

研修会 

松山市 

ネストホテ

ル松山 

① 研修会 

「イマドキ若者の報・連・相を知る」 

株式会社エンカレッジ 

代表取締役 玉野 聖子 

３６名 

 

（５）海外展開支援事業 

県内企業の国際競争力の強化を図るため、愛媛県内中小企業組合及び組合員企業の海外

展開並びに外国人技能実習生等の人材確保を支援するために、各関係機関への表敬訪問を

実施するとともに、愛媛県外国人技能実習生受入組合協議会が実施する海外視察等に同行

し、現地調査等を行った。 

ア．海外視察 

（ア）インド経済交流ミッション  2月2日～2月7日 

 

（６）機関誌発行事業 

組合等の中小企業連携組織が必要とする情報を収集し、情報誌として提供することによ

り中小企業連携組織運営の円滑化・活性化に努めた。 

号数 情報内容 

第１号 ＤＸの深化と個別最適化 他 

第２号 働き方改革の進展と人材の多様化 他 

第３号 事業継続に向けた取り組み 他 
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（７）中小企業者等の福利増進を図る共済事業の促進 

中小企業者及び家族並びに従業員の福利向上を図るため、「特定退職金共済事業」をは

じめ各種共済事業の普及促進を図るとともに、中小企業者等の財産保全のため愛媛県火災

共済協同組合共済事業の普及に努めた。 

 

（８）ビジネス総合保険制度等の普及促進 

組合及び組合員企業のさまざまな賠償責任リスクへの対応として、全国中小企業団体中

央会が創設したビジネス総合保険制度等の普及推進に努めた。 

 

（９）中小企業倒産防止共済制度及び小規模企業共済制度の普及推進 

中小企業の連鎖倒産未然防止及び経営者等の退職金積み立て等、中小企業・小規模事業

者の経営安定化を図るため、本制度への積極的な加入を促進するとともに、復託団体に対

する指導の強化を図った。 

 

（10）中小企業組合士検定試験制度の普及 

組合事務に従事する職員の資質向上を図るため、全国中央会が毎年実施する組合士検定

試験に対し、本会においても当該制度の普及促進を図った。 

 

11．振興事業 

 

（１）第７６回中小企業団体全国大会への参加 

１０月２４日  福井県福井市 フェニックス・プラザ 

① テーマ “つながる ひろがる 連携の架け橋” 

～幸せ紡ぎ 新しい未来へ～ 

② 参加者 ２４名 

③ 被表彰者 

1) 優良組合  松山水産商業協同組合（理事長 中矢 弘史） 

2) 組合功労者 岩本 渉（南予生コンクリート協同組合 理事長） 

 

（２）金融対策事業 

組合及び組合員の振興と経営安定化を図るため、商工中金松山支店と情報交換を行うと

ともに、本会と当金庫で行っている「中央会推薦貸付制度」の普及促進を図った。 

また、組合及び組合員に対して国及び愛媛県等の中小企業金融制度の普及とその活用に

努めた。 

 

（３）労働対策事業 

愛媛地方最低賃金審議会専門部会(愛媛県最低賃金・産業別最低賃金）委員の推薦 他 

 



　流動資産

普通預金

　　商工中金松山支店

　　伊予銀行本店

　　伊予銀行県庁支店

　　愛媛銀行県庁支店

　　愛媛信用金庫本店

定期預金

　　商工中金松山支店

　固定資産

　　車両運搬具 410,326      
　　外部出資金 1,751,800    

　　愛媛県火災共済（協）他出資金　　    1,751,800   

　流動負債

　　未払金
3月分超過勤務手当　他 2,994,867   

　　預り金 719,439     
　　未払法人税等
　　未払消費税等 2,261,600   

　固定負債

　　退職給与引当金

　正味資産

18,053,519      

預　　金

1,581,439       

106,237,795           

（正味資産の部）

49,218,316            

負債合計 67,258,283            

81,400          

61,200,977      

財　　　産　　　目　　　録

未 収 金

（単位：円）

54,246,980      

27,020,934      

3,632,444       

令和７年３月３１日現在

摘　　　　　要 金　　額

2,994,867             

410,326         

（資産の部）

現　　金

　　愛媛県受託金　他 6,210,858       

6,210,858             

資産合計 116,476,599           

1,702,479       

51,990,815      

(114,314,473)

65,820                

81,400                

( 61,200,977)

719,439               

2,261,600             

( 2,162,126)

( 6,057,306)

（負債の部）

貸 付 金 1,800,000             
　　令和６年度補正ものづくり・商業・サービス 1,800,000       

28



（単位：円）

（資産の部）

現　　金 未　払　金

預　　金 預　り　金

未 収 金 未払法人税等

貸 付 金 未払消費税等

　Ⅱ 固 定 負 債

車両運搬具 退職給与引当金

外部出資金

（純資産の部）

　Ⅲ 利益剰余金

1. 運営資金積立金

2. 当期未処分剰余金

当期純利益金額

前期繰越剰余金

令和７年３月３１日現在

金　　額

　Ⅰ 流 動 資 産

( 2,162,126)

65,820         

科　　目

719,439

資　産　の　部

科　　目

1,800,000      

負債及び純資産の部

貸　　借　　対　　照　　表

（負債の部）

　Ⅰ 流 動 負 債

金　　額

( 6,057,306)

合　　計 116,476,599

(114,314,473)

106,237,795    

2,994,867

39,155,746

合　　計 116,476,599    

6,210,858      81,400

162,819

9,899,751

　Ⅱ 固 定 資 産 (61,200,977)

61,200,977

2,261,600

410,326        

(49,218,316)

1,751,800      
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 1.会費  

 2.小規模事業者組織化指導事業  2.補助金

 3.受託金

 4.補助事業分担金収入

 5.外国人材受入推進事業  5.共同事務センター収入

 6.商工団体地域力強化支援事業  6.事業連携協力金

 7.令和5年度第2回物価高騰対策  7.特別協力金

   設備投資支援事業

 8.生産性向上設備等投資支援事業  8.広告収入

 9.受託事業  9.手数料収入

10.一般事業 10.雑収入

11.管理費 11.共済事業特別会計より繰入

12.当期純利益金額 12.退職給与引当金戻入

3,614,017      

488,600        

642,211,152    

1,393,188      240,000        

1,500,000      

50,000         

 1.中小企業連携組織推進指導事業

科　　目 金　　額

806,482        

24,906,000     

1,054,693      

6,975,677      

損　 益　 計　 算 　書

至  令和７年３月３１日

 3.中小企業組合等課題対応支援事業

（単位：円）

支出の部

5,817,378      

自  令和６年４月　１日

科　　目 金　　額

合　　計 828,876,252    合　　計 828,876,252    

129,913,480    

2,706,574      771,580,679    

収入の部

2,259,890      

1,188,494      

6,500,000      

500,000        

9,322,236      

677,800        

5,938,098      

 4.外国人技能実習制度適正化事業

37,945,247     

162,819        
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収入の部 （単位：円）

科　　　目 予算額 決算額 差引増減

　１．会　費 ( 25,540,000) (  24,906,000) (     -634,000)

　　（１）一般会費 18,560,000      18,151,000      -409,000               

　　（２）特別会費 3,380,000       3,265,000       -115,000

　　（３）賛助会費 3,600,000 3,490,000       -110,000

　２．補助金 (790,775,000) ( 771,580,679) (  -19,194,321)

　　（１）中小企業連携組織推進指導 124,969,000     120,708,711     -4,260,289             
　　　　　事業補助金

　　（２）小規模事業者組織化指導事業 3,120,000       2,100,000       -1,020,000             

　　　　　補助金

　　（３）中小企業組合等課題対応支援 1,100,000 2,834,494 1,734,494              
　　　　　事業補助金

　　（４）外国人技能実習制度適正化 1,080,000 1,054,693       -25,307                
　　　　　事業補助金

　　（５）外国人材受入推進事業 506,000 486,112         -19,888
　　　　　補助金

　　（６）商工団体地域力強化支援事業 0 792,329         792,329
　　　　　補助金

　　（７）令和５年度第２回物価高騰対策 660,000,000 642,211,152     -17,788,848
　　　　　設備投資支援事業補助金

　　（８）生産性向上設備等投資支援事業 0 1,393,188 1,393,188
　　　　　補助金

　３．受託金 ( 7,532,000) (  5,817,378) (     -1,714,622)

　　（１）愛媛県受託金 4,600,000       4,600,000       0

　　（２）その他受託金 2,932,000       1,217,378       -1,714,622             

　４．補助事業分担金収入 ( 785,000) ( 677,800) (     -107,200)

　５．共同事務センター収入 ( 1,500,000) ( 1,500,000) ( 0)

　６．事業連携協力金 ( 500,000) ( 500,000) (     0)

　７．特別協力金 ( 50,000) ( 50,000) (     0)

　８．広告料収入 ( 1,600,000) ( 240,000) (       -1,360,000)

　９．手数料収入 ( 7,300,000) ( 6,975,677) (      -324,323)

１０．雑収入 ( 100,000) ( 806,482) ( 706,482)

１１．共済事業特別会計より繰入 ( 6,500,000) ( 6,500,000) (     0)

１２．退職給与引当金戻入 ( 9,359,000) ( 9,322,236) (       -36,764)

合　  　計　 851,541,000     828,876,252     -22,664,748            

至　令和７年３月３１日

令和６年度収支決算書

自　令和６年４月　１日

（予算決算対比表）
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支出の部 （単位：円）

科　　　目 予算額 決算額 差引増減

Ⅰ　中小企業連携組織推進指導事業 [131,604,000] [129,913,480] [-1,690,520]

　１．指導員の設置 (106,099,000) (104,862,073) ( -1,236,927)

　　(1)給料 59,039,000      57,552,144      -1,486,856             

　　(2)扶養手当 1,632,000       1,775,000       143,000

　　(3)通勤手当 1,574,000       1,543,940       -30,060                

　　(4)期末手当 25,567,000      25,566,989      -11

　　(5)超過勤務手当 1,714,000       2,334,608       620,608                

　　(6)住居手当 1,990,000       1,858,000       -132,000

　　(7)役付手当 228,000         108,000         -120,000

　　(8)資格手当 30,000          25,000          -5,000

　　(9)福利厚生費 14,325,000      14,098,392      -226,608               

　２．指導員の設置に附帯する指導事業 ( 8,849,000) ( 8,860,239) ( 11,239)

　　(1)福利環境整備費 5,582,000       5,578,000       -4,000

　　(2)特別研究指導費 1,512,000       1,512,000       0

　　(3)旅費 1,082,000       1,097,449       15,449                 

　　(4)庁費 673,000         672,790         -210

　３．中央会指導員等研究会開催事業 ( 333,000) (    389,741) ( 56,741)

　　(1)中央会指導員等研究会開催事業費 80,000          85,741 5,741                  

　　(2)中央会指導員等研究会等参加旅費 69,000          84,720 15,720                 

　　(3)中央研究会等参加旅費 184,000         219,280 35,280                 

　４．指導員資質向上対策事業 ( 1,585,000) ( 1,626,290) ( 41,290)

　　(1)旅費 1,462,000       1,503,290 41,290                 

　　(2)研修受講料 123,000         123,000 0

　５．中小企業連携組織推進指導事業 ( 3,601,000) ( 3,447,830) (     -153,170)

　　(1)ファクシミリ設置費 348,000         252,161         -95,839                

　　(2)コンピュータ設置費 850,000         757,900         -92,100                

　　(3)支所借室料 2,003,000       2,003,760       760                    

　　(4)推進指導事務費 400,000         434,009         34,009

　６．中小企業連携組織等支援事業 ( 2,655,000) ( 2,326,507) (   -328,493)

　　(1)個別専門指導費 105,000         34,650          -70,350                

　　(2)組合等直面問題対応指導事業費 2,250,000       2,115,551       -134,449               

　　(3)地域別講習会費 300,000         176,306         -123,694               

　７．組合指導情報整備事業費 ( 1,780,000) ( 2,044,393) ( 264,393)

　８．中小企業連携人材育成推進事業費 ( 3,413,000) ( 3,760,394) ( 347,394)

　９．ものづくり企業等災害時対応事業費 ( 1,000,000) ( 990,000) (   -10,000)

　10．中小企業業務改善支援事業費 ( 750,000) ( 482,579) (    -267,421)

　11．組合特定問題実態調査事業費 ( 238,000) ( 202,695) (     -35,305)

　12．組合等への情報提供事業 ( 701,000) ( 693,291) (     -7,709)

　　(1)情報提供事業費 151,000         143,291         -7,709

　　(2)中小企業団体情報連絡員設置費 550,000         550,000         0

　13．えひめ地域産業力強化支援事業費 ( 300,000) ( 227,448) (     -72,552)

　　　　　　　　　（フォローアップ）

　14．物価高騰対策設備投資支援事業 ( 300,000) ( 0) (     -300,000)

　　　　　　　　　（フォローアップ）
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（単位：円）

科　　　目 予算額 決算額 差引増減

Ⅱ　小規模事業者組織化指導事業費 [ 3,170,000] [ 2,706,574] [       -463,426]

Ⅲ　中小企業組合等課題対応支援事業費 [ 1,100,000] [ 2,259,890] [ 1,159,890]

Ⅳ　外国人技能実習制度適正化事業費 [ 1,080,000] [ 1,054,693] [       -25,307]

Ⅴ　商工団体地域力強化支援事業 [ 0] [ 1,188,494] [ 1,188,494]

Ⅵ　外国人材受入推進事業費 [ 506,000] [ 488,600] [      -17,400]

Ⅶ　令和5年度第2回物価高騰対策設備投資支援事業 [ 660,000,000] [ 642,211,152] [   -17,788,848]

Ⅷ　生産性向上設備等投資支援事業 [ 0] [ 1,393,188] [ 1,393,188]

Ⅸ　受託事業 [ 7,532,000] [ 5,938,098] [      -1,593,902]

　１．ものづくり企業連携コーディネート事業 4,600,000       4,600,000       0

　２．制度改正等の課題解決環境整備事業 728,000         728,860         860

　３. 事業環境変化対応型支援事業 1,814,000 147,078         -1,666,922

　４. 中小企業景況調査事業費 390,000         462,160         72,160

Ⅹ　一般事業 [ 5,771,000] [ 3,614,017] [   -2,156,983]

　１．エコアクション21地域事務局事業費 50,000          0 -50,000                

　２．組織化対策事業費 0 0 -                      

　３．組合・中央会役職員等研修費 400,000         65,404          -334,596

　４．支部等活動費 900,000         900,000 0

　５．組合士認定登録費 41,000          0 -41,000

　６．支部役員懇談会事業費 300,000         207,141 -92,859

　７．海外展開支援事業費 1,600,000       1,486,430 -113,570

　８．機関誌発行事業費 1,530,000 617,611 -912,389

　９．組合出展振興事業費 950,000 337,431 -612,569

Ⅺ　管理費 [ 39,748,000] [ 37,863,847] [     -1,884,153]

　１．管理費 ( 28,689,000) ( 26,155,218) (   -2,533,782)

　　(1)役員報酬 5,040,000       5,040,000       0

　　(2)職員給与手当 0 0 0

　　(3)通勤手当 59,000          58,800          -200                   

　　(4)福利厚生費 2,370,000       1,946,811       -423,189               

　　(5)退職給与引当金繰入 3,500,000 1,500,000       -2,000,000

　　(6)旅費 1,770,000       1,501,265       -268,735               

　　(7)通信運搬費 300,000         221,638         -78,362                

　　(8)備品費 50,000          0 -50,000                

　　(9)需用費 3,500,000       4,496,107       996,107                

　 (10)会議費 2,000,000       1,877,464       -122,536               

　 (11)事務所維持管理費 1,100,000       789,773         -310,227               

　 (12)使用料及び賃借料 1,400,000       1,883,012       483,012                

　 (13)車輌費 1,000,000       470,810         -529,190               

   (14)関係団体負担金 3,400,000       3,467,062       67,062                 

   (15)渉外費 100,000         24,120 -75,880                

   (16)慶弔費 200,000         43,200 -156,800               

   (17)減価償却費 550,000 205,778         -344,222               

   (18)雑費 350,000         129,378         -220,622               

  （19）組合振興対策資金特別会計へ繰入 2,000,000       2,500,000       500,000                

　２．事業外経費 ( 11,059,000) ( 11,708,629) ( 649,629)

    (1)消費税 1,700,000       2,386,393       686,393                

    (2)退職給与金 9,359,000 9,322,236       -36,764

Ⅻ 　特別損失 [ 85,000] [ 81,400] [       -3,600]

　１．法人税等 85,000          81,400 -3,600                 

ⅩⅢ  予備費 [ 945,000] [    0] [     -945,000]

ⅩⅣ  当期純利益金額 [          0] [ 162,819]

合　　　　計 851,541,000     828,876,252     -22,827,567            
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剰 余 金 処 分 案 

 

                         自    令和６年 ４月  １日 

                        至    令和７年 ３月３１日 

 

    Ⅰ  当期未処分剰余金 

        当期純利益金額                   162,819 円 

    前期繰越剰余金                  9,899,751  円  

       計             10,062,570 円 

 

  Ⅱ 次期繰越剰余金                   10,062,570  円            

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

監 査 報 告 書 

 

    中小企業等協同組合法第４０条第５項を準用する同法第８２条の８により、会

長から受領した令和６年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、収支決算書、剰

余金処分案及び事業報告書を監査した。 

 

１．監査の方法の概要 

決算関係書類及び事業報告書の監査のため、会計に関する帳簿、書類を閲覧

し、計算書類について検討を加え、必要な実査、立会、照合及び報告の聴取、理

事会議事録の閲覧、重要な事業の経過報告の聴取その他通常取るべき必要な方法

を用いて調査した。 

２．監査結果の意見 

（１）財産目録、貸借対照表、損益計算書及び収支決算書は、法令及び定款に従

い、中央会の財産及び損益の状況を正しく表示しているものと認める。 

（２）剰余金処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。 

（３）事業報告書は、法令及び定款に従い、中央会の状況を正しく示していると認

める。 

   令和７年４月２４日 

                              愛媛県中小企業団体中央会 

 

                                      監事      千 葉 英 明   印 

 

                                      監事      高 崎 公 彦    印 

 

                                      監事      水 谷 一 良  印 


